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おわりに

はじめに

近年, 尖閣諸島や北方領土をはじめ日本の国境地域に注目が集まりつ

つある｡ 例えば, 尖閣諸島周辺に関しては, ����年の漁船衝突事故や

����年の日本政府による国有化以降, 中国公船による領海や接続水域へ

の侵入や中国軍機の領海侵犯が多発している
(２)

｡ これに対し, 日本の海上
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(１) 本論は, 拙稿 ｢領土問題の再構成｣ (木宮正史編 『朝鮮半島と東アジア』
(岩波書店, ����年), �����頁) の一部 (近代以降の日本の領土の変遷)
に加筆・修正を加えたものである｡ そのため, 本論の一部において上記論
文と重複する部分があることをお許しいただきたい｡

(２) 中国公船等による尖閣諸島周辺の接続水域内入域及び領海侵入隻数の詳
細は, ｢尖閣諸島周辺海域における中国公船等の動向と我が国の対処｣ (海

論 説



保安庁は大型巡視船��隻相当による尖閣領海警備専従体制を確立すると

ともにその運用に必要な係留施設や船艇用品庫を整備し
(３)

, 防衛省は南西

地域の防衛体制の強化を図っている
(４)

｡ しかしながら, このような事態は

必ずしも北海道沿岸と北方領土の間にある中間ラインという事実上の国

境 (境界) のある根室地域を含む日本の国境・境界地域 (������	
���)

に共通していない｡ 例えば, 
���年９月から小笠原諸島周辺海域におい

て多数の中国サンゴ船と見られる外国漁船が確認されたことで, 同海域

も行政区域を含む小笠原村の住人が国境離島を認識するようになったが
(５)

,

それ以前はそもそも小笠原村住人の国境意識が希薄であったという意見

もある
(６)

｡

日本の国境意識が希薄であった理由とは何であろうか｡ その原因の一

つとして現代の日本が島国であることがあげられよう｡ 北米や欧州にそ

の起源をもつ国境・地域研究 (������	
����������) はいずれも陸上

国境の事例をもとに研究を進めるため, それを海に囲まれた日本に当て

はめた場合, その妥当性に疑義がもたれることが多い｡ そのため, 日本

を対象とする国境地域研究理論の必要性は認識されているが, それを具

体化したものはほとんどない｡ また, そもそもこれまで日本の国境・境

界地域の事例研究が単なる日本の一地域と扱われてきたことがそれらの
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上保安庁：������������
�����	���������������������
������	), また
中国軍機による領空侵犯の詳細は, ｢平成
�年度３四半期までの緊急発進
実施状況について｣ (防衛省：�����������������������������������

��������� ��!��
�����
� �
���!) を参照されたい｡

(３) 海上保安庁編 『海上保安レポート
��"』 (日経印刷, 
��"年), ��頁｡
(４) 防衛省編 『平成
�年版 日本の防衛―防衛白書―』 (日経印刷, 
��"年),

#�頁｡

(５) 詳細は, 例えば, $%��&レポート第��号特集 ｢$%��&設立５周年記念
シンポジウム｣ (境界地域研究ネットワーク$'�'&：���������()�����
�
)
(������*����������$%��&�����!), ����
頁を参照されたい｡

(６) 詳細は, 例えば, 佐藤由紀 ｢島嶼と境界｣ (岩下明裕編 『日本の ｢国境
問題｣』 (藤原書店, 
��
年), +��+�頁) を参照されたい｡



地域の衰退の原因であると考える｡

以上の問題意識から本論では, なぜ基本的に日本人の国境意識が希薄

であったのかを, 北米や欧州の国境・地域研究理論を一部改変した国境・

境界地域理論を用いつつ, 前近代から現代 (����年代頃) までの日本の

国境の変遷をもとに明らかにしたい｡ 具体的には, まず改変した日本の

国境・境界地域研究理論を紹介する｡ 次に, 大きく前近代と近代以降に

分け, 前者はさらに古代, 中世, 近世に時代区分し, それぞれの時代に

おいて日本の政治的境界がどのようにひかれていたのかを説明する｡ ま

た後者に関しては, ����年のウェストファリア条約締結以降, 欧州諸国

の米大陸進出や欧米諸国のアジア・アフリカ進出により, 全世界に広がっ

た近代国際システムに基づき日本も領土を確定し始めた近代以降の日本

の領土 (国境) の変遷を国土政策の観点も踏まえながら説明する｡ 具体

的には, 江戸時代末期の����年の日露通好条約締結以後, 明治政府によ

る日本の領土の確定, 日清戦争, 日露戦争, 第一次世界大戦, そして第

２次世界大戦を経てどのように日本の領土が拡大及び縮小したのかを確

認する｡ そして先述した国境・境界地域研究理論をもとに日本の国境意

識が希薄であった原因を明らかにしたい｡

１. 日本の国境・境界地域研究理論とは

(１) 既存の国境地域研究理論の検討

そもそも国境地域とはどこを指すのか｡ Ｖ・コンラッドとＨ・ニコル

は米加国境地域をもとにしてボーダーランズ (	
��
������) を, バウ

ンダリー (	
������), ボーダー (	
��
�), フロンティア (��
���
�),

ボーダー・リージョン (	
��
��
��
�) を包摂する概念としている

(図１)｡ これらのうち, ボーダーの具体例として, 米国・ミシガン州の

デトロイトとカナダ・オンタリオ州のウィンザーを結ぶアンバサダー橋

(��	�����
������
) をあげている
(７)

｡ また, フロンティアの具体例と

しては, わずかな交流地点しかない米国・アラスカ州とカナダ・ブリティッ
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シュコロンビア州及びユーコン準州の国境地域をあげている
(８)

｡ そしてボー

ダー・リージョンの完全な例として, 異なる��加盟国民を結びつける

ユーロ・リージョンをあげた上で, 主観的な例としてニューイングラン

ド, 客観的な例としてカナダ米国の西部内陸部, 両者が混在する例とし

てケベック州とニューヨーク州の国境地域があげられている
(９)

｡

上記を踏まえた国境地域研究理論として, 米墨国境地域をもとにした

Ｏ・マルチネスによる四段階 (疎外, 共存, 相互依存, 統合) のモデル

(以下, マルチネス・モデル) がある｡ マルチネスは米墨国境地域に関

して, 疎外し合う国境地域 (�����	
���
�����	���), 共存する国境

地域 (�
����
��
�
�����	���), 相互依存の国境地域 (��
���������

��
�
�����	���), 統合された国境地域 (��
���	
���
�����	���)

の４つのモデルに分類している｡ これらのうち, まず疎外し合う国境地
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域では, 緊張状態にありボーダーが閉じられ越境交流がほとんどないた

め, 各国の住民 (���������) は見知らぬ人として交流する｡ 次に共存

する国境地域では, 時々安定するためボーダーはわずかに開いており制

限された二国間交流の発展が許され, 各国の住民は互いに偶然知り合っ

た知人として扱うが国境地域の人々 (	
�����
�����) はより緊密な関

係に発展させる｡ 相互依存の国境地域では, ほとんど安定しているので

経済社会の補完性は越境交流を増大させ境界地域の拡大に導き, 国境地

域の人々は友好かつ協力関係にある｡ そして統合された国境地域では,

安定が強く永続されるため, ２つの国の経済が合わさりバウンダリーを

横切るヒトやモノの動きに対する制限がなく, 国境地域の人々は彼ら自

身が一つの社会システムのメンバーだと感じている
(��)

｡ その上で, 米墨国

境地域は����年代から����年までは ｢疎外｣ の段階にあったが, ����か

ら����年には ｢共存｣ となり, ����年から現在までは ｢相互依存｣ の段

階に進化したとしている
(��)

｡

このマルチネス・モデルを日本に適用しようとして問題となるのは,

第一に周囲を海で囲まれているため, このモデルでは説明できない地域

が存在することである｡ すなわち, 周囲が海で隔てられているがゆえに,

特に対岸国との距離が離れている場合は, 国境の存在すら自覚しない地

域も存在するということである｡ 第二に, 詳しくは後述するように, 日

本の場合は, その歴史において領土の拡張と縮小があるために, マルチ

ネス・モデルのような方向性を辿っていない境界地域も存在するという

ことである｡ したがって, 日本にマルチネス・モデルを適用する場合は,

いくつかの修正が必要となる｡
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(２) 日本の国境・境界地域研究理論の提起

(１) を踏まえて, 日本の国境・地域理論を打ち立てる場合, まず先

述したマルチネス・モデルの４つに加えて, 周囲を海に囲まれている日

本には, 無自覚の国境地域 (��������	�
�����
�) というモデルを

加えなければならないであろう｡ この無自覚の国境地域は, そもそも対

岸国と緊張関係も交流関係もないため, 住民が境界地域にいることすら

自覚していない地域を指す｡ 日本の海に接している地域 (瀬戸内海を除

く) の場合は防衛施設のある地域や交流のための
�� (税関・入管・

検疫) 施設がないため, ほとんどの地域がこのモデルに当てはまると思

われる｡

また, 日本の場合は先述した中間ラインのような日本政府が公式には

国境と認めない境界も存在するため, 厳密には ｢国境・境界｣ と表記す

る必要もある｡

さらに, マルチネス・モデルと異なるのは, 米墨国境を事例に指摘し

たように, 疎外→共存→相互依存の方向に進んでいるとは限らないこと

である
(��)

｡ 現在の日本地図をそれ以前と比べた場合, 現在の日本の国境・

境界地域においては, かつてマルチネス・モデルで言えば統合された国

境地域も存在した｡ したがって, 本論では以下, 日本の政治的境界ある

いは国境の変遷を概観することにより, その動きも考察したい｡

２. 日本の国境 (政治的境界) の変遷

(１) 古代

古代日本においては, ローマ帝国の場合と同様に, 明確に国境を想定

した概念は生まれなかった｡ この理由は, 日本の政治思想が中国の ｢華

夷思想｣, すなわち, 中国を天下の中心や文明の源として捉えた民族中
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(��) 少なくとも現時点 (����年２月) では, 米墨国境に壁を建設することを
公約にしたドナルド・トランプ政権が����年�月に発足したことにより,
このモデルそれ自体の米墨国境に対する妥当性も問われることとなろう｡



心的な世界観を基礎としていたからである
(��)

｡

律令制の確立により, 境界の概念は明確さを増し, ｢化内｣ と ｢化外｣

の区分と ｢辺｣ という概念が出現した｡ ここでいう ｢化内｣ とは直接日

本の支配下にある地域を指しているのに対して, ｢化外｣ とは大陸の諸

国家や列島周辺の種族社会のように直接日本の支配下にない地域を指し

ている｡ また, ｢辺｣ とは ｢化内｣ と ｢化外｣ との境界を指す概念であっ

た｡ なお, ここでいう ｢辺｣ は境界線ではなく, 境界地域であり, ①本

州北東部にエミシとの境界, ②南九州・南西諸島にハヤト・南島人との

境界, ③東シナ海・玄海灘などにアジア大陸との境界があったという

(図２
(��)

)｡ これらのうち, 海上国境である対馬海峡は, 他の２つの境界と

違って, 固定化された国境であった
(��)

｡
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(��) ブルース・バートン 『日本の境界』 (青木書店, ����年), �	頁｡
(��) 同上, �����頁を参照｡ なお, バートンは概念としての ｢辺｣ は現代で
いう ｢フロンティア｣ であったと指摘している｡

(出所) バートン, 前掲書, ��頁｡

図２ 古代日本の政治的境界 (���年頃)



なお, 古代においては, ｢国境機能 (国境を媒介とする人・物・情報

の移動の管理)｣ は通常国家によって行使された｡ 例えば, 朝鮮半島や

中国との海上国境は中央政府の出先機関である大宰府により管理された｡

同様に, 本州北東部においてエミシとの軍事的な境界管理をしていたの

が鎮守府と言われる出先機関であった
(��)

｡

(２) 中世

中世の日本は, 支配階級の世界観が変容した｡ 中世日本における国家

領域は, 境界地帯―西国以外―西国―洛中―内裏という順で, 中心に近

づくほど清浄の度合いが強まっていくと考えられ, その究極の中心は天

皇の身体そのものであると考えられていた｡ すなわち, そこから遠ざか

るほど相対的に穢れた空間となる同心円の構造を持っていた
(��)

｡ もっとも

穢れた地域は, 日本国の境界を超えた ｢異域｣ であり, この ｢異域｣ に

は人間ではなく ｢鬼｣ が住み, あらゆる厄災を日本にもたらすと考えら

れていたのである｡ こうした境界概念も＜浄―穢＞を基準にした同心円

的世界観が９世紀から��世紀にかけて成立したと言われる｡ つまり, 律

令期の ｢辺｣ 概念に代わって, 日本国の ｢四至 (しいし)｣ (境界) に関

する具体的な記述が初めて史料に現れる｡ なお, 頻繁に取り上げられる

｢四至｣ は東側では外ヶ浜 (津軽), 西側では鬼界が島 (薩南諸島) 及び

壱岐と対馬などである (図３
(��)

)｡

他方, 中世になると, 国境機能の行使における中央集権的な色彩は弱

くなる一方であった｡ 例えば, 北方では平安時代の安部氏, 清原氏, 藤

原氏, 鎌倉時代の ｢蝦夷管領｣ 津軽安藤氏, 室町時代の ｢日ノ本将軍｣

安東氏といった ｢境界権力｣ が代々国境付近でその勢力をふるった｡ 同

様に西方の海上国境でも, 国境地方に対する支配権は中央権力から対馬
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(��) 同上, �	頁｡
(��) 同上, 	�頁を参照｡
(��) 村井章介 『増補 中世日本の内と外』 (筑摩書房, 
���年), 
�頁を参照｡
(��) ブルース・バートン, 前掲書, ��頁｡



の宗氏のような地方大名または倭寇のような海賊集団へ移行していった
(��)

｡

なお, 日本において平安時代以降, 外来文化との接触・交流がそれほ

ど多くなかったが, 鎌倉時代を境にその様相は大きく変化した｡ 文永・

弘安の役と言われる蒙古襲来は, 壱岐・対馬を占領した元・高麗軍が

����(文永��) 年��月に博多近辺まで上陸した役と����(弘安４) 年５

月から７月に再び十数万の軍を伴って来襲した役である｡ この襲来で,

国内では大陸からの侵略への対処に関心が向けられ, 国防の観点から九

州に防塁を築くことをはじめ様々なインフラ整備が行われた
(��)

｡
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(��) 同上, �����頁を参照｡ なお, 菊地勇夫は, これらの地域権力に関して,
空間的に境界領域に成立しているというのみならず, 権力主体自体が婚姻
関係や国家官職を通じて蝦夷向きと日本向きの二つの顔を合わせもち, そ
の両面を場合によってうまく使い分けながら成長したという意味において
両義的な境界権力としての性格を持っていたとしている (菊地勇夫 『アイ
ヌ民族と日本人』 (朝日新聞社, ����年), ��頁)｡

(��) 御厨貴 ｢国土づくりの系譜｣ (森地茂編著 『国土の未来』 (日本経済新聞

(出所) バートン, 前掲書, 
�頁｡

図３ 中世日本の政治的境界 (����年頃)



(３) 近世

����年代に短期間ながら秀吉の朝鮮侵略 (文禄の役・慶長の役) の結

果として, 古代・中世の境界をはるかに超えて朝鮮半島の一部を含むこ

とになった｡ しかしながら, 秀吉の死去に際して, 朝鮮を制圧しようと

いう試みは完全に放棄され, 日本の領土は, 中世後期とほぼ同じ規模,

すなわち本州, 四国, 九州の三島に加えて北海道の南端に引き戻され,

��世紀の幕末期まで変わることがなかった
(��)

｡

近世初期における幕藩体制の成立により, 日本の政治思想や境界概念

が書き換えられたが, 近世の世界観は中世のそれに比べてかなり現実的

であった｡ ｢異域の住民｣ を神仏のみが制し得る ｢鬼｣ とみなす傾向が

あった中世とは異なり, 近世では ｢異域｣ の社会が内地のそれと同じ人

間からなるものであり, 現世的な政治支配や武力の大将として考えられ

ていた
(��)

｡

近世の世界観は, 一般的に ｢日本型華夷秩序｣ と呼ばれるものである
(��)

｡

江戸時代の ｢日本型華夷秩序｣ は, 朝鮮, 琉球, 中国, オランダ及びア

イヌ民族の領域である蝦夷地からなっていた｡ これらの中で朝鮮と琉球

は ｢通信の国｣ として日本と公式的な外交関係にあった｡ これに対して

中国やオランダは ｢通商の国｣ として外交的なつながりはないものの貿

易関係をもった｡ そしてアイヌ民族だけは独自の国家を形成せず上述の

どちらの分類にも帰属しない存在であった
(��)

｡

江戸幕府は外部世界の接触を数少ない ｢点｣ に限定しようとした｡ い

日本の国境の変遷に関する一考察 (古川)���(��)

社, ����年) 所収), ６頁を参照｡
(��) ブルース・バートン, 前掲書, ��頁｡
(��) 同上, �����頁｡
(��) 荒野泰典は, 日本の幕藩制国家の場合は, ｢武蔵｣ と ｢万世一系｣ の天

皇を自己の他国・多民族に対する優越の根拠としている点で, 若干のため
らいがあるとしつつも, ｢日本型華夷秩序｣ という表現を使っている (荒
野泰典 『近世日本と東アジア』 (東京大学出版会, ��		年) ４頁)｡

(��) ブルース・バートン, 前掲書, ��頁｡



わゆる ｢四つの口｣ である｡ つまり, オランだと中国の接触は ｢長崎口｣,

朝鮮との接触は ｢対馬口｣, 琉球との接触は ｢薩摩口｣, そしてアイヌ民

族のとの接触は ｢松前口｣ を通じてそれぞれ行われた (図４
(��)

)｡

また, ����(天文��) 年に北海道南部を支配していた蠣崎 (松前) 氏

とアイヌ民族の首長との間で通商協定が結ばれたことにより, 和人とア

イヌ民族の領土が確定されている
(��)

｡ 後に, 蠣崎氏とアイヌ民族の領土を

隔てる境界は少し北上しながら日本国の国境そのものへ転化した
(��)

｡ ただ

中京法学��巻４号 (����年) ���(��)

(��) 同上｡ なお, 中央集権が最も進んでいたのは ｢長崎口｣ で長崎奉行を通
じて幕府に直接統治されていた｡ 他の３つの ｢口｣ は当該地域の大名を介
して間接的に統治されていた｡

(��) 海保嶺夫は, 取決めがなされたのは翌��年 (����) 説もあるとした上で,
これにより, 渡党エゾの松前半島西半分の居住域が認められたことは幕藩
体制期の和人地 (松前地) の原型の成立として重要であるとしている (海
保嶺夫 『エゾの歴史』 (講談社, ����年), �	���	
頁を参照)｡

(��) ブルース・バートン, 前掲書, 	��	�頁を参照｡

(出所) バートン, 前掲書, �
頁｡

図４ 近世日本の政治的境界 (����年頃)



し, 国家の主権という概念そのものが存在しなかった以上, 北海道その

他の地域における国境が, 日本国の支配力や権威の絶対的な限界として

認識されてはいなかった
(��)

｡

なお, 江戸幕府が成立した時期は, 島国である日本の国土は ｢海｣ が

外敵からの侵入を防ぐという要塞の役割を果たしたが, 黒船という蒸気

船の出現によって, 世界で航海技術や造船技術が飛躍的に発展した江戸

末期では, 海は最早天然の要塞としての機能を持ちえなかった｡ 逆にど

こからでも攻め込まれるということで非常に弱い国へと転落してしまっ

た
(��)

｡

(４) 近代
(��)

近代に入り, 西欧に端を発する主権概念がアジアにも流入する中での

日本の国境画定は, 江戸時代末期に端を発する｡ ����年２月の日露通好

条約 (下田条約) の締結により, 択捉島以南を日本, ウルップ島以北を

ロシアと分界した｡ なお, 本条約では樺太は日露両属で雑居とされたが,

��	�年５月に調印された千島樺太交換条約により, 樺太を放棄する代わ

りに北千島を得た
(��)

｡ 一方, 小笠原群島 (
��
��������：聟島列島, 父

島列島, 母島列島) は, ����年��月に江戸幕府が英米公使宛書簡でもと

もと日本の領土であったと述べ実効支配に着手する予定を示している｡

日本の国境の変遷に関する一考察 (古川)���(��)

(��) 同上, ��頁｡
(��) 御厨, 前掲論文, ８頁｡
(��) 本論では, 日本の租界, 租借地, 行政権取得地, 軍事占領地, 軍政施行
地域, 保護国, 勢力範囲を除いて論じることにする｡

(��) 詳細は, 伊藤隆 [監修]・百瀬孝 『資料検証 日本の領土』 (河出書房新
社, ����年), �����, �����頁を参照｡ この他, ����年７月の日米修好通
商条約の締結により, 開港場の箱 (函) 館, 新潟, 神奈川 (横浜), 兵庫
(神戸), 長崎のほか, 江戸, 大阪都計７カ所の居留地 (外国の領事裁判権
が認められ, いわば治外法権が成立している地域) が設定されることになっ
たが, 新潟, 函館は需要が大きくないことから特に居留地をつくることは
せず, 市内に外国人が雑居する形とした｡ なお, ����年の条約改正により
居留地制度はなくなった (同上, �����頁を参照)｡



その後, ����年に小笠原群島 (���	�
��
���：聟島列島, 父島列島,

母島列島) を内務省の主管とすることが決定され, ����年には東京府の

管轄となった
(��)

｡

明治時代に入り, 沖縄に関しては, ����年に琉球藩が設置され, ����

年４月には沖縄県が設置された｡ その後, 大東島 (南大東島, 北大東島)

が����年８月に沖縄県に編入され, ����年８月に硫黄島が東京府に,

����年１月に尖閣列島が沖縄県に編入することが閣議決定された
(��)

｡

����～��年の日清戦争の勝利により, ����年４月に調印された日清媾

和条約 (日清講和条約, 下関条約) で日本は清国より奉天省南部の地

(遼東半島), 台湾全島, 澎湖諸島の割譲を受けた｡ このうち, 遼東半島

は同年４月の露仏独による三国干渉によって返還したが, 形の上では条

約で日本が割譲を受け, 同年��月の奉天半島還付条約によって返還する

まで日本領土であったことになる｡ なお, その間日本は国土編入手続き

を取らず, 陸軍が講和以前からの占領・軍政を継続施行した｡ 一方, 台

湾島と澎湖諸島はあわせて台湾として日本では扱われ����年��月に台湾

総督府が設置された｡ この他, ����年７月に南鳥島が東京府に編入され,

����年９月に沖大東島が沖縄県に編入された
(��)

｡

����～��年の日露戦争の勝利により, ����年９月に調印された日露講

和条約 (ポーツマス条約) で樺太南部の割譲を受け, ����年４月に樺太

庁が設置された
(��)

｡ その後, ����年の韓国併合ニ関スル条約 (韓国併合条

約) により朝鮮総督府が設置された
(��)

｡ 大正時代に入り, ����年～��年の

第１次世界大戦で日本がドイツに宣戦した結果, ����年のベルサイユ条

約により日本は国際連盟より南洋群島 (マリアナ諸島 [現アメリカ合衆

中京法学��巻４号 (����年) ���(��)

(��) 同上, �����頁を参照｡
(��) 同上, �����頁を参照｡
(��) 同上, �����頁を参照｡
(��) 同上, �������頁を参照｡
(��) 同上, �������頁を参照｡



国自治領北マリアナ諸島], マーシャル諸島 [現マーシャル諸島共和国],

西カロリン諸島 [現パラオ共和国], 東カロリン諸島 [現ミクロネシア連

日本の国境の変遷に関する一考察 (古川)���(��)

(出所) 伊藤 [監修]・百瀬, 前掲書, ���頁｡

図５ ����年当時の日本



邦]) の委任統治を受任することになり, ����年３月に南洋庁が設置さ

れた｡ その後, ����年６月に沖ノ鳥島が東京府に, ����年３月に新南群

島 (スプラトリー [南沙]諸島) が台湾 (高雄州) に編入された (図５
(��)

)｡

なお, 明治維新後の日本は, 近代国家への脱皮を図るために, まず国

土防衛強化が先決とされ, 全国六管区 (仙台・東京・名古屋・大阪・広

島・熊本) に配置した鎮台を軸に軍備増強を図り, そこから各地域への

インフラ整備を進めていくこととなった｡ しかし, そうした国土防衛強

化以外の地域整備や国土開発については戦略的に取り組まれることがな

かった
(��)

｡ また, 明治から昭和初期までの国土整備は, 四島 (北海道, 本

州, 四国, 九州) と植民地との分業体制をベースに国の発展を促すこと

を基本としていたが, 現実には植民地からの搾取による四島の発展とい

うことにならざるを得なかった
(��)

｡

(５) 現代 (第２次世界大戦後)

近代以降, 日本の領土は基本的に拡大の一途を辿ってきたが, ���	年

８月の日本のポツダム宣言受諾以降, 一変する｡

���	年８月のソ連軍の侵攻により, 南樺太, 千島列島, 歯舞群島, 色

丹島が軍事占領され, 翌年２月にはロシア共和国ハバロフスク地方南サ

ハリン州として編入された｡ また, ���	年９月の沖縄降伏文書調印によ

り, 沖縄諸島 (沖縄本島とその周辺諸島) は正式に米軍政下に置かれる

ことになったが, ���
年１月の連合軍最高司令部訓令 (��
���) 第
��

号により, 日本政府に対して北緯��度以南の切り離しが正式に通告され

た｡ その結果, 沖縄県の領域のみならず鹿児島県の奄美群島, 吐�喇

(とから) 列島も分離されると同時に, 連合国ではなく米軍単独の軍政

下に置かれることとなった (表１
(��)

)｡

中京法学	�巻４号 (����年) ���(��)

(��) 同上, �����	�頁を参照｡
(��) 御厨, 前掲論文, ８�９頁｡
(��) 同上, ��頁｡
(��) 伊藤 [監修]・百瀬, 前掲書, �
����
頁を参照｡



表１ 連合軍最高司令部訓令 (������) �		号 (
���年１月
�日) (抄)

３. この指令の目的で日本とは, 四主要島嶼 (北海道, 本州, 四国, 九州)

と, 対馬諸島, 北緯��度以北の琉球 (南西) 諸島 (口之島を除く) を含

む約１千の隣接小島嶼を含むものと定義され, (�)欝陵島, 竹島, 済州

島, (�)北緯��度以南の琉球 (南西) 列島 (口之島を含む), 伊豆, 南

方, 小笠原, 硫黄島, 大東島, 沖ノ鳥島, 南鳥島, 中ノ鳥島を含むその

他の遠距離太平洋全諸島, (�)千島列島, 歯舞諸島 (水晶, 勇留, 秋勇

留, 志発, 多楽島を含む), 色丹島は除かれる｡

４. さらに, 日本帝国政府の政治上行政上の管轄権から特に除外せられる

地域は次のとおりである｡ (�)���	年の世界大戦勃発以来, 日本が委任

統治およびその他の方法で, 奪取又は占領した全太平洋諸島, (�)満洲,

台湾, 澎湖列島, (�)朝鮮及び, (
)樺太｡

５. この指令に含まれる日本の定義は, 特に指定する場合以外, 今後当司

令部から発するすべての指令, 覚書又は命令に適用される｡

６. この指令中の条項は何れも, ポツダム宣言の第８項で連合国の決定す

るいくつかの小さな島とあるものの最終的指示と解釈してはならない｡

[注] 伊豆諸島は, ��
���第�	�号 (��	�年３月��日) により日本に返
還された｡ また, 中ノ鳥島は存在しない島である｡
(出所) 伊藤 [監修]・百瀬, 前掲書, �������頁｡

その後, ����年９月に調印された日本国との平和条約 (対日平和条約,

サンフランシスコ条約) により, 日本の領土圧縮がほぼ確定した (表２
(	�)

)｡

また, 対日平和条約と同時に, ｢日本国とアメリカ合衆国との安全保障

条約 (旧安保条約)｣ も調印され, ｢日本国とアメリカ合衆国との間の安

全保障条約第３条に基づく行政協定 (日米行政協定)｣ とともに翌年４

月��日に発効した
(	�)

｡ その結果, ����年��月に吐�喇列島の返還が実現し

日本の国境の変遷に関する一考察 (古川)���(��)

(	�) なお, 本条約発効の日 (����年４月��日) に, これに調印しなかった中
華民国とは日華平和条約を締結し, 台湾, 澎湖諸島, 新南諸島, 西沙諸島
に対するすべての権利, 権限および請求権を放棄することを定めた｡ その
他詳細は, 同上, �������頁を参照されたい｡

(	�) 孫崎享 『戦後史の正体 ��	������』 (創元社, ����年), �������頁を参
照｡ なお, 旧安保条約第３条では ｢アメリカ合衆国の軍隊の日本国内及び
その附近における配備を規律する条件は, 両政府間の行政協定で決定する｡｣



た｡ 一方, ����年１月の韓国の李承晩大統領による隣接海洋に対する主

権宣言により, ����年には民間の独立守備隊が占拠, そして

����年に警察が交代し, 現在に至っている
(��)

｡

表２ サンフランシスコ平和条約 (日本国との平和条約, ����年９月８日

署名, ����年４月��日発効) (抄)

第２章 領域

第２条 (ａ) 日本国は, 朝鮮の独立を承認して, 済州島, 巨文島及び欝陵

島を含む朝鮮に対するすべての権利, 権原及び請求権を放棄する｡

(ｂ) 日本国は, 台湾及び澎湖諸島に対するすべての権利, 権原及び請

求権を放棄する｡

(ｃ) 日本国は, 千島列島並びに日本国が��	�年９月５日のポーツマス

条約の結果として主権を獲得した樺太の一部及びこれに近接する諸島に

対するすべての権利, 権原及び請求権を放棄する｡ (以下略)

第３条 日本国は, 北緯��度以南の南西諸島 (琉球諸島及び大東諸島を含

む｡) 孀婦岩の南の南方諸島 (小笠原群島, 西之島及び火山列島を含む｡)

並びに沖の鳥島及び南鳥島を合衆国を唯一の施政権者とする信託統治制

度の下におくこととする国際連合に対する合衆国のいかなる提案にも同

意する｡ このような提案が行われ且つ可決されるまで, 合衆国は, 領水

を含むこれらの諸島の領域及び住民に対して, 行政, 立法及び司法上の

権力の全部及び一部を行使する権利を有するものとする｡ (以下略)

サンフランシスコ条約締結後, ����年��月に奄美群島に関する日本国

とアメリカ合衆国との間の協定が締結されたことにより, 奄美群島が鹿

児島県に復帰した
(��)

｡ 一方, ���	年１月には新たに ｢日本国とアメリカ合

衆国との間の相互協力及び安全保障条約 (日米安保条約)｣ が調印され,

同年６月に同条約が発効 (旧安保条約は失効) したことにより, 日米行

政協定に代わり, ｢日本国とアメリカ合衆国との間の相互協力及び安全

中京法学��巻４号 (�	�
年) ���(��)

と規定されている｡
(��) 伊藤 [監修]・百瀬, 前掲書, �	����
頁を参照｡
(��) ロバート・Ｄ・エルドリッヂ 『奄美返還と日米関係』 (南方新社, �		�

年) を参照｡



保障条約第６条に基づく施設及び区域並びに日本国における合衆国軍隊

の地位に関する協定 (日米地位協定)｣ が発効した
(��)

｡ その後, ����年４

月に南方諸島およびその他の諸島に関する日本国とアメリカ合衆国との

協定 (小笠原返還協定) が調印されたことにより, 同年６月に小笠原諸

島が東京都に返還された
(��)

｡ そして����年６月に琉球諸島および大東諸島

に関する日本国とアメリカ合衆国との協定 (沖縄返還協定) の締結によ

り, ���	年５月に沖縄県が復活した
(��)

｡

なお, 終戦直後の国づくりでは, 地方が主体的に取り組める環境があっ

た｡ 中央には地方の情報が集積されておらず, 満州をはじめ四島の外に

出ていた優秀な土木官僚は地方に戻り積極的に関与するという地域主体

の地域整備が行える土壌が整っていた｡ しかし, ���	(昭和
�) 年に全

国総合開発計画 (全総) が策定されて以降は戦後の官僚が国土計画を担

い, 中央集権化が進むと同時に, 地方からモノを申す人材もいなくなっ

た｡ また, この時期に所得倍増経済計画の一環として ｢太平洋ベルト地

帯構想｣ が表舞台に登場したため, 残された地域を整備するツールとし

て国土計画が位置付けられてしまった
(��)

｡ その後の新全国総合開発計画

(新全総：����年策定), 第三次全国総合計画 (三全総：����年策定),

日本の国境の変遷に関する一考察 (古川)���(��)

(��) 前泊博盛 [編著] 『日米地位協定入門』 (創元社, 	��
年), �������頁を
参照｡ なお, 日米安保条約第６条では ｢日本国の安全に寄与し, 並びに極
東における国際の平和及び安全の維持に寄与するため, アメリ力合衆国は,
その陸軍, 空軍及び海軍が日本国において施設及び区域を使用することを
許される｡ 前記の施設及び区域の使用並びに日本国における合衆国軍隊の
地位は, ���	年２月	�日に東京で署名された日本国とアメリカ合衆国との
間の安全保障条約第３条に基づく行政協定 (改正を含む) に代わる別個の
協定及び合意される他の取極により規律される｡｣ と規定されている｡

(��) 対日平和条約締結後から小笠原返還に至るまでの経緯は, ロバート・Ｄ・
エルドリッヂ 『硫黄島と小笠原をめぐる日米関係』 (南方新社, 	���年),
第４章以降を参照｡

(��) 伊藤 [監修]・百瀬, 前掲書, 	���	��頁を参照｡
(��) 御厨, 前掲論文, �����頁を参照｡



第四次全国総合計画 (四全総：����年策定) に至るまで国土計画も集中

投資よりも分散投資, 地方分権よりも中央集権の形で一貫していた
(��)

｡

３�考察

日本の国境の変遷を, 先述した日本の国境・境界地域研究理論に当て

はめた場合, 以下のことが言える｡

まず古代においては ｢国境機能｣ が国家により管理されていたために,

境界地域において国境が意識されることはなかったと思われる｡ 次に,

中世においても, 境界権力や海賊集団が勢力をふるったために, そもそ

も国境の前提となる国家 (中央) 権力が前提とされなくなっていたがゆ

えに, 境界地域において国境を意識することがなかったと考えられる｡

なお, 弘安の役の際に九州に防塁が築かれたが, 同じく戦場となった境

界地域である対馬・壱岐まで警固された形跡はなく放置されたままであっ

た
(�	)

｡ そして近世になると, 対馬では国境の機能が求められるが, 江戸幕

府は外部世界の接触を数少ない ｢点｣ に限定しようとしていたため, か

なり限定されたものと位置付けられていたと考えられる｡ 以上の点から,

古代から近世に至るまでの日本の国境・境界地域は ｢無自覚の国境・境

界地域｣ であったということができる｡

近代に入ると, 国土防衛強化のために国境・境界地域でも軍事施設が

建てられた
(��)

｡ しかしながら, 先述したように, これらの地域は, 国土防

中京法学��巻４号 (
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(��) 同上, ��頁｡ なお, 全国総合開発計画の概要に関しては, 国土交通省国
土計画局 [監修] 『国土形成計画 (全国計画) の解説』 (時事通信社, 
		�

年), �����頁を参照されたい｡ また, 厳密に言えば, 北海道及び沖縄県に
関しては, 上記とは別に, 北海道総合開発計画 (����年度より) 及び沖縄
振興計画 (���
年度より) が策定されてきているが, いずれの境界地域も
ほぼ衰退している状況を踏まえると, 中央集権型という基本構造は同じで
あると考える｡

(�	) 永留久恵 『対馬国志 第二巻 中世・近世編 部門の興亡と対馬の交隣』
( ｢対馬国志｣ 刊行委員会, 
		�年), 
�頁｡



衛強化以外の地域整備や国土開発については戦略的に取り組まれること

がなかった｡ さらに, その後の大日本帝国の拡大により国境線が移動し

たことにより, ｢疎外し合う国境・境界地域｣ から ｢(対岸地域と) 統合

された国境・境界地域｣ となった国境・境界地域もある｡ その具体例と

しては, ����年の樺太千島交換条約締結後の根室, ����年の下関条約締

結後の沖縄県八重山地域, ����年のポーツマス条約締結後の稚内地域,

����年の韓国併合条約締結後の対馬地域, ����年のベルサイユ条約締結

後の小笠原地域などが挙げられる｡

しかしながら現代 (第２次世界大戦後) になると, 日本の領土が縮小

したことにより, 統合された国境・境界地域が新たな国境国家により分

断されることになった｡ その後, 奄美, 小笠原, 沖縄が日本に返還され

るが, かつての ｢統合された国境・境界地域｣ との交流は実施されなかっ

た｡ そのことは日本の第２次世界大戦後の中央集権的な国土政策から見

出すことができる｡ すなわち, 第２次世界大戦後の日本の国土計画を振

り返ると, 国際関係を視野に入れて日本の国土の発展を考える発想がほ

とんどなかったといえる
(��)

｡ すなわち, 第２次世界大戦を経て, 日本の境

日本の国境の変遷に関する一考察 (古川)���(��)

(��) 例えば, 対馬には����年に陸軍警備隊と海軍防備隊 (竹藪) が配備され,
浅海湾を衛る要所に (大平, 芋崎, 大石, 温江) に砲台が築かれた (永留
久恵 『対馬国志 第三巻 近代・現代編 戦争と平和と国際交流』 ( ｢対馬国
志｣ 刊行委員会, ����年), �	頁) が, 国境線の変更に伴い, ����年に竹
藪海軍要港部が撤収され, 浅海湾内の諸砲台も撤去された (同上, 		頁)｡
また����年に隠岐の西郷岬に海軍望楼, ����年に稚内の宗谷岬に海軍望楼,
���
年に父島に陸軍父島要塞司令部が設置された｡ さらに第２次世界大戦
中には, ��	�年に西表島 (竹富町) に陸軍船浮臨時要塞, 終戦直前に根室
半島にトーチカが設置された｡ この他, 福江島の航空基地として整備され
た富江水上飛行場 (��	
年建設) や富江陸上飛行場 (��		年建設) などの
ように記録が残されていない場所もあるという (｢戦中の五島の空襲写真
入手｣ 『長崎新聞』 ����年１月�	日：���
�����������������
�����
���
�����������
������������	�����	����������� )

(��) 御厨, 前掲論文, ��頁｡ なお, この象徴として, 佐藤栄作元首相の ｢日
本は大陸を向いているときには不幸なことしかなかった｡ だから今での大



界地域のほとんどは近年に至るまで ｢無自覚の国境・境界地域｣ になっ

てしまったということができる｡

おわりに

本論では, 既存の陸上国境を前提とする欧米の国境地域研究理論の検

討し, 日本の国境・境界地域理論を提起した上で, 古代から現代までの

日本の国境の変遷をもとに, 上記の理論に基づく考察を行った｡ その結

果, 古代から現代に至るまで日本の国境・境界地域のほとんどは ｢無自

覚の国境・境界地域｣ であると結論付けた｡ 既存の欧米の国境・地域研

究理論と異なり, 日本の場合は周囲を海に囲まれているがゆえに, 上記

の結論となった｡ なお, バートンも指摘するように前近代において事実

上の国境線があっても, 想像上の国境線, つまり概念としての国境はな

かった
(��)

｡ しかしながら, 前近代と近代との違いは絶対的なものではなく,

古代においても近代と同じように, 比較的な強力な国家が辺境へ向かっ

て拡張していったこともあったし, 古代における対馬海峡や近世におけ

る ｢対馬口｣・｢長崎口｣・｢薩摩口｣ のように ｢内向き｣ の性格を有して

いた
(��)

｡ このうち, 後者に関しては現代の日本の国境・境界地域にも当て

はまることである｡

以上の結果が日本 (中央政府) の国境・境界地域に対する政策, いわ

ゆる国境・境界政策にも反映されていることであるとも考えられる｡ 例

えば, 四全総の後の国土計画として, ����年に ｢��世紀の国土のグラン

ドデザイン｣, �		�年に国土形成計画, �	��年に新たな国土形成計画が

策定されているが, 特に�		�年の国土形成計画並びに同時期の北海道総

合開発計画や沖縄振興計画においては ｢東アジアとの円滑な交流・連携｣

中京法学��巻４号 (�	�
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陸に向かない｡ よって中国との国交回復は, 今は考えない｡｣ という言葉
をあげている (同上, ��頁)｡

(��) バートン, 前掲書, ��頁｡
(��) 同上, �����頁を参照｡



が一つの戦略的目標になっていたにもかかわらず, 国境・境界地域は大

都市である福岡市, 北九州市, 那覇市を除けば, 必ずしもその特性を活

かし切れていなかったからである
(��)

｡

ただし, ����年に新たな国土形成計画が策定されており, 本論で考察

した状況に変化があるのか否かに関する考察が必要となる｡ しかしなが

ら上記計画はまだ策定され間がないことから今後の検討課題としたい｡

また, 近年の国土計画以外の日本の中央政府 (国) による国境・境界地

域に関する施策や境界地域の自治体が主導する政策の先述した日本の国

境・境界地域理論からの検討に関しては別稿で改めて論じたい｡

(追記)

本論は科学研究費補助金 (挑戦的萌芽研究 [��������]) に基づく研

究成果の一部である｡

(付記)

この度, ご退職を迎えられた小林秀文教授, 加藤佐千夫教授ならびに

長尾英彦准教授に対し, これまでのご指導に心から感謝申し上げます｡

日本の国境の変遷に関する一考察 (古川)���(��)

(��) 詳細な考察は, 拙稿 ｢日本の国境隣接地域ブロック (北海道・九州北部・
沖縄県) における東アジアとの交流・連携に関する研究｣ (平成��年度国
土政策関係研究支援事業研究成果報告書：	

��

�������
������
����

��
�������������) を参照されたい｡


